
2020年5月

世界が直面する 
5つの喫緊な課題とその影響



2 | ADAPT – 世界が直面する5つの喫緊な課題とその影響 | PwC

はじめに

PwCは2013年に、「メガトレンド」という世界を変革する大きな趨勢について指摘しましたが、それは私たちが考えていたよりもさらに速いスピード
で、この世界を変容させました。このことは、各トレンドが相互に作用し、変化のスピードと拡散の度合いを急激に強めた結果と思われます。

本レポートでは、こうしたメガトレンドがすでに存在することを前提に、今日の意思決定を直接左右する、各トレンドの2次的な影響に焦点を当てます。

ADAPTフレームワークで提示した影響のうち、多くは重複しています。このことは、5つの課題が互いに強化し合うシステムを形づくっていると考えれ
ば予測できます。すなわち、互いに交わり、衝突し、その程度を強めているのです。

ADAPTについて詳しく知るにつれ、太刀打ちできないような気持ちになることがあるかもしれません。しかし、これらの課題には非常に大きな機会の
あることが見てとれます。とりわけ、世界を新たな視点でとらえ、自分自身と自分が所属する組織・社会にとってプラスとなる行動を起こすにはどうす
ればよいかを見直すチャンスです。

本レポートの読者が私たちと同じようにこの可能性から何かを感じとり、共に行動を起こしてくれることを願っています。
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貧富の差の拡大と中間層の衰退
世界の貧富の格差は深刻なレベルに達しています。2019年の時点で、世
界の富の44％を全人口の1％未満の人々が保有し、そのうち16万8,000人
以上は、純資産額が5,000万米ドルを超えています 1。UBSとPwCによる
調査では、2018年にいわゆるビリオネアの数が世界全体で2,000人を超
えており、2017年と比べるとアジアでは減少する一方、米国では増加して
います 2。

また同時に、中間層は先進国・途上国とも衰退し続けています。これは主
に、テクノロジーに取って代わられたことによる雇用の喪失と、雇用を創
出するイノベーションへの投資不足という、2つの傾向が原因となってい
ます。

中間層の人口は増加していますが、資産規模の増加ペースはそれを下
回っています。2022年までに、このグループの成人人口は22.2％増加す
ると見込まれますが、その資産規模の増加割合は20.4％と予測されてい
ます 3。

世界における所得別に見た個人の富
2008年時点で75～85パーセンタイルに位置する世帯は、20年前と比べ
て経済的にほとんど豊かになっていません。

世界の資産ピラミッド（2019年）

Asymmetry（非対称性）

影響
・ 機会の不均等が悪化し、社会的流動性が低下する。

・ （国内および国家間の）地域による不利益が拡大するおそれが
ある。

・ 従来の資金源が減少する。

・ 非上場企業の数とその相対的重要性が上昇する。

・ 破壊的な変化の影響と相まって、資本市場の重要性が低下
する。

・ テクノロジー対応力の差によってさらに格差が拡大する。

・ 税収基盤が縮小し社会福祉に対する需要が拡大する。

・ 社会および政府による報酬慣行への監視が強化される。

・ 政府が雇用創出産業に投資し、国有企業を雇用創出の手段と
位置づける可能性がある。

・ 消費はぜいたく志向と低価格志向に二極化する。

成人の人数
（世界の成人人口に占める割合、%）

資産合計
（世界に占める割合、％）

資産額

4,700万人 
（0.9%）

158兆3,000億米ドル 
（43.9%）

100万米ドル超

140兆2,000億米ドル
（38.9%）

10万～100万米ドル

55兆7,000億米ドル 
（15.5%）
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6兆3,000億 
米ドル 

（1.8%）

1万米ドル 
未満

4億9,900万人 
（9.8%）

16億6,100万人 
（32.6%）

28億8,300万人 
（56.6%）
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1  Credit Suisse Global Wealth Databook, 2019
2  UBS/PwC, Billionaires Report 2019
3  Credit Suisse Global Wealth Databook, 2017

出典： James Davies, Rodrigo Lluberas and Anthony Shorrocks, Credit Suisse 
Global Wealth Databook 2019

出典： Branko Milanovic, ‘Global Income Inequality by the Numbers: In History 
and Now’, World Bank, Policy Research Working Paper 6259, Nov. 2012, http://
documents.worldbank.org/curated/en/959251468176687085/pdf/wps6259.pdf; 
data points interpreted from Figure 4.
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Disruption（破壊的な変化）

影響
・ 変化する市場力学の変化に対し、ビジネスモデルの継続的な適
応が必要となる。

・ 大半の組織にとって、デジタルトランスフォーメーションとその
実行のスピードは、生き残る条件の一つになる。

・ 他企業・組織の破壊的変化の影響により、企業・組織が破綻す
る。

・ 各産業セクターが破壊的変化に見舞われると、大量の失業と
業務の変容、ひいては事業拠点の移転が起こる。

・ 失業への対応策としてビジネスの国内回帰の可能性が高まる。

・ 人間とテクノロジーの関係は継続的に変化する。

・ テクノロジー資本は、さらなる差別化要因となる。

・ 諸機関の改革は容易ではなく、失敗に終わるリスクがある。

テクノロジーの広がりやすさとそれが個人、社会、気候に与える影響
人工知能（AI）やロボティクスからAR（拡張現実）やブロックチェーンに
いたる画期的なテクノロジーは、予想をはるかに上回るスピードで普及
し、さまざまな影響を及ぼしつつあります。さらにこれらの新テクノロ
ジーにより、特に前世紀のインフラの制約から解き放たれたスタートアッ
プ企業のための、新たなビジネスモデルも誕生しています。開発された新
たなビジネスモデルは業界の枠を越えて採用されることが多いため、従
来の産業との境界線は曖昧になりつつあります（例：アマゾン、テンセン
ト）。

テクノロジーが牽引する新たなビジネスモデルが各種産業を変容させる
と、資本が人間に取って代わるようになります。私たちは、2030年代初期
までに、英国の30％、米国の38％、ドイツの35％、日本の21％の雇用
が、オートメーションによって失われる可能性があると予測しています 1。

こうした変容がもたらす社会的・政治的影響は、企業にとってはビジネス
上の影響と同じく深刻です。税制基盤が縮小し、失業者は何らかのかた
ちで収入を得られなければ消費に向かわないため、各国経済はまさに立
ち行かなくなるでしょう。

1 PwC UK Economic Outlook March 2017

先進国における平均賃金・労働生産性の増加率
（1999年を100とする指数）
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出典： ILO Productivity vs Real Wages

教育水準別に見た第1波～第3波の雇用の潜在的自動化率

出典： PwC estimates based on analysis of OECD PIAAC data
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（～2020年代初期）
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第2波 
（～2020年代後 期）

第3波 
（～2030年代半ば）

初等教育 中等教育 高等教育



PwC | ADAPT – 世界が直面する5つの喫緊な課題とその影響 | 5

Disruption（破壊的な変化） 
続き

テクノロジーの広がりやすさとそれが個人、社会、気候に与える影響
人類がもたらす気候環境への影響のスピードと程度に関する科学的な予
測は、その確実性、精度ともに高まっています1。

地球温暖化が現在のペースで加速を続ければ、2030～2052年の間に地
球の気温は1.5°C上昇する見込みです。地球の温度上昇が1.5°Cに達する
と、私たちの健康、暮らし、食料安全保障、水の供給、人間の安全保障、
経済成長が被る気候関連のリスクが拡大すると予測されています 2。

資源に対する圧力は大いに強まるでしょう。世界の人口に基づく食料需
要は、2030年までに35％増加する見込みです。必要とされる種類の食
料、例えば植物油、乳製品、食肉、魚介類、砂糖などは、エネルギーと水
の消費に大きな影響を与えます。また、植物の病気は農作物の成長と栽
培を大きく左右し、世界の食料安全保障にとっての脅威となります 3。

気候変動と資源不足の問題は互いに結びついており、これらの影響を増
幅させます。気候変動は今後60年の間に、アフリカ全土の農業の生産性
を3分の1程度引き下げる可能性があります。世界全体では、水の需要が
40％、エネルギー需要が50％増加するでしょう。世界の経済モデルは、
地球の対応能力の限界を超えようとしているのです 4。

影響
・ 海水面の上昇により、何千人もの人々が居住地を追われ、何
百万エーカーもの土地が破壊され、損失は数兆ドルに上る可能
性がある。

・ 中米、南米北西部、中央・南アジア、およびアフリカのほぼ全土
が干ばつ傾向にあることは、農産物輸出と世界の食料安全保
障に影響を及ぼす可能性が高い。そのため、イノベーションまた
は大規模な改革により、人々の日々の生活様式を変える必要が
ある。

・ 気候変動による影響が最も深刻な国々の財政状態は、今後ます
ます不安定なものになると思われる。それらの国々が自らを守
るために、大がかりな投資をしなくてはならないことは間違い
ない。政府および公的部門は、環境規制と産業・経済成長との
緊張緩和に取り組む必要があるだろう。

・ 再生可能エネルギーへの転換が求められるが、更なる時間と資
金を要する。

・ 医療システムは、未知の疾病を含む、高まる感染症流行リスク
と闘わなくてはならない。

水ストレスの地域分布

出典： WRI Aqueduct, www.wri.org
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Age（人口動態）

影響
・ ニーズと消費のパターンが劇的に変化する。

・ 国を超えた収容力のミスマッチが起こる（インフラ、投資、組織
の対応力、人材）。

・ 若年人口の多い国では、思いきった雇用創出が求められる。

・ 高齢者は退職する余裕がなく、同時に社会システムにとっては
大きな負担要因となる。

・ 税収基盤の縮小と並行して新たな社会福祉プログラムを設ける
ことにより、政府への圧力がますます強まる。

・ 高齢人口の多い国では、消費セクターが低迷する。

ビジネス、社会制度、経済への人口動態圧力
世界の人口は2030年までに85億人に達するペースで増加しており、平均
年齢も上昇しつつあります 1。平均年齢の高い国と低い国は、正反対の課
題を抱えることになるでしょう。例えば、2030年までに日本国民の平均
年齢が53歳になるのに対し、ナイジェリアでは22歳になります 2。

高齢者の多い国では、そうした労働者は、より長く働き職場で必要とされ
続けるために、新たなスキルを身につける必要があります。さらに、政府
が労働力不足を補おうとして移民を受け入れ、場合によっては女性のさら
なる社会参加を促すかもしれません。同時に、超高齢者層が拡大すれ
ば、医療、年金、公的扶助プログラム、公的債務にかかる負担が増えるこ
とになります。

若年人口の多い国の政府は、国民一人ひとりの教育水準と関係なく、若
年者の慢性的に高い失業率に直面します。しかもこの問題への対応を誤
ると、社会不安を増大させかねません。

世界人口に占める乳幼児と高齢者の割合
（1950～2050年、％）

出典： ILO modelled estimates, January 2019

1  World Population Prospects: The 2019 Revision. Produced by the UN 
Department of Economic and Social Affairs

2  ibid.

若者の失業率（2019年）
世界の15～24歳の労働力人口における地域別に見た失業率（％）

 28.2%

中東・
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 13.9%

サブサハラ・
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出典： UN, World Population Prospects: The 2019 Revision

注記：乳幼児は0～4歳、高齢者は65歳以上。
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Polarisation（分断）

影響
・ コンセンサスの形成がますます困難になり、国際組織は効果的
に機能することが難しくなる。

・ 人々は国内問題への関心を強め、その結果、国外の問題への関
心が薄れる。

・ 政策上の判断は、ますます自国中心主義に偏る。

・ 社会の分断がさらに進む。

・ 各国間で資本と人材をめぐる獲得競争が起こる。

・ 国家間の対立と治安の悪化が進み、移民の流入が増加する。

・ 主要国の揺るぎない姿勢が、全てのグローバルビジネスにとっ
て重要になる。

世界的なコンセンサスの崩壊や分断、ナショナリズムやポピュリズム
の台頭
経済が社会の進歩とは関係なく成長するようになったため、これまで長く
受け入れられてきた、自国が世界に果たす役割についての既成概念を、多
くの人々が問い直すようになりました。

人々が幻想から覚めると、グローバリゼーションやオートメーション、経
済的な変化の影響はポピュリズムの台頭へと向かいました。この現象
は、自らを「普通の人 」々と呼ぶグループが、国内外のガバナンスとビジネ
スを支配していると彼らが考えるエリート（特権階級）に反発するという
かたちで顕在化するのが一般的です。

こうした環境において、多くの国々が自国の利益を優先する中、新たなナ
ショナリズムが優勢になりつつあります。各国は海外に移転した企業を
呼び戻そうとしのぎを削っており、それが法人税の引き下げとなって表れ
ています。同時に、保護主義的な関税措置といった二国間の通商協定の
変化によって、企業は自らの製造慣行を見直すことになるでしょう。多く
の国で政府は移民流入と労働査証取得を制限し、データ・ローカライ
ゼーションの要件を厳格化しつつあります。全般的に見て、国境を越える
ビジネスに対する逆風が強まっているのです。
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出典： UN, World Population Prospects: The 2019 Revision
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社会システムは… 機能している 機能しているか
どうか分からない

機能していない

影響
・ 諸機関への評価は今後も下がり、汚職が組織の弱体化を招く。

・ 個人の安全やデジタルセキュリティに関する不安が増大する。

・ トライバリズム（同族主義）の台頭と、自身と異なるアイデン
ティティを持つ人々への不信が今後も続く。

・ 懐疑的なものの見方をする人が増え、意義ある変革の実行が難
しくなる。

・ 社会的信頼に対してソーシャルメディアが与える実際の影響が
理解されないまま、真実をめぐる議論が活発化すると偽情報が
発信される可能性が高まる。

・ 各国政府は、データを領土内に保管するための規制を強める。

・ 新たなテクノロジー主導型の諸機関が設立され、その多くはピ
アツーピア（P2P）モデルに基づく。

Trust（信頼）

社会を支える諸機関への信頼低下
諸機関への信頼が失われ始めたのは、国内外の組織や政府が肥大化し、
自らが代表する社会との乖離が進んだ数年前のことでした。世界金融危
機が起きると、この傾向はさらに加速しました。

26カ国を対象に行われた調査の結果からは、人々の諸機関への信頼が
2019年から2020年にかけてわずかながら改善されたことが見てとれます
が、信頼を勝ち得ることは簡単ではないといってよいでしょう1。

当初は、テクノロジーが信頼構築の手段になると思われていました。大規
模で人格を持たない諸機関がピアツーピア（P2P）のプラットフォームを
経由して、きめ細かいサービスを提供し、市民とやり取りすることができる
だろうと考えられたためです。しかし、私たちがテクノロジーのもたらす影
響について知るにつれ、信頼はしだいに失われつつあります。データのセ
キュリティ侵害、ソーシャルメディアの情報操作、フェイクニュースの拡散
などの全てが原因となり、それらを管轄する組織は人々から疑いの目を向
けられています。

各国政府や企業、諸機関が信頼を再構築する方法を見出せなければ、こ
のように劇的に変化する世界において必要とされるレベルの改革を推進
することは、容易ではないでしょう。

トラスト・インデックス：各組織（政府、企業、NGOおよびメディ
ア）に対する平均的な信頼度

現在の社会システムが機能していると感じる人の割合（％）

出典： 2020 Edelman Trust Barometer

信頼している（60～100）

どちらでもない （50～59）

26カ国・地域平均
中国
インドネシア
インド
UAE

シンガポール
マレーシア
メキシコ
カナダ
香港
オランダ
コロンビア
米国
オーストラリア
アルゼンチン
ブラジル
イタリア
韓国
南アフリカ
フランス
ドイツ
英国
アイルランド
スペイン
日本
ロシア

サウジアラビア

54

44

53
79
73
72

62
59

56
55

52
49
48
46
46
46
46
45

44
43
42
40
39
29

71

58

70

26カ国・地域平均
中国
インド
インドネシア
UAE

シンガポール
サウジアラビア
マレーシア
オランダ
カナダ
コロンビア
ブラジル
香港
韓国
アルゼンチン
イタリア
オーストラリア
米国
ドイツ
フランス
アイルランド
スペイン
南アフリカ
日本
英国

メキシコ

ロシア

53

46

54
82
79
73

62
61

57
53

51
50
50
49
49
47
47

45
45
45
44
42
42

65

60

62

30

2019年 2020年

信頼していない （1～49）

1  2020 Edelman Trust Barometer, https://www.edelman.com/trust barometer

出典： 2020 Edelman Trust Barometer

以下の内容は、どの程度あなたに
当てはまりますか。 
（当てはまると答えた人の割合、％）

不公平感 74

変化への欲求 73

リーダーへの不信感 66

将来への失望 26

-2 -2 3
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ADAPTを構成する
要素

さまざまな分析レベルで見た課題の具体例

国家 組織 個人

Asymmetry
（非対称性）

貧富の格差拡大と中間層の一層の
衰退

従来の顧客基盤の縮小 富裕層ー自身の社会的役割を問い
直す 
それ以外の人々ー自身と子どもの未
来を問い直す

Disruption
（破壊的な変化）

市民に必要とされ続ける諸機関の
再設計

デジタルトランスフォーメーション 最新のスキル取得を怠らず必要な人
材となる

Age（人口動態）
高齢者の多い国

社会福祉への要求の高まりと税収
基盤の減少

変化する顧客ニーズ 不十分な資金と長寿に加え、生活
費上昇に苦慮する老後の生活

Age（人口動態）
若年層の多い国

雇用が減少する世界での大規模な
雇用創出

若者対象の雇用創出とニーズへの対
応

職探し

Polarisation
（分断）

分断された世界における外交政策
と妥協点の模索

国内に深く関与しつつ国際的シナジ
ーを創造

アイデンティティの喪失

Trust
（信頼）

市民の安全の保障と政府・企業・社
会全般への信頼の再構築

国民による監視と透明性が高まる世
界における、企業への信頼の再構築

個人の安全、プライバシー、真実を
見極める力

ADAPTの総合的
側面

豊かで持続可能かつ包摂的な社会
の早期実現

新たなビジネスモデルの構想 人間としての存在意義を問い直す

ADAPTが提起する国家・組織・個人が直面する 
喫緊の課題
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